
北海道告示第11236号

北海道が令和２年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和２年10月９日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その16）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 歯科用吸引装置整備事 歯科用吸引装置 歯科治療を介した感染拡大防止の ２分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

業 を保有する病院歯 ために必要な歯科用吸引装置購入費 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

飛沫感染リスクが高い 科がない二次医療 (寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

歯科治療を行う歯科又は 圏に所在する病院 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

口腔外科を標榜する病院 歯科とする。 ときは、補助金 保福第１の32号様式 健康安全局

（以下「病院歯科」とい ただし、病院歯科 等の額の算定に 別に指示する様式 地域保健課

う。）に院内感染対策の がない二次医療圏 当たり、当該寄

一環として、二次医療圏 は、知事が定める 附金その他の収

の病院歯科（1カ所）に 要件を満たす歯科 入金の控除等を

対し、歯科用吸引装置（口 診療所とする。 行う。)

腔外バキューム）購入費

を予算の範囲内で補助す

る。

２ 北海道老人福祉施設等 第三次救急医療 次に掲げる経費については補助の 保福第１の18号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

整備事業(非常用自家発 体制の充実を図る 対象としない。 保福第１の20号様式 保福第１の31号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

電設備整備等) ため、北海道医療 (1) 土地の買収又は整地に要する費 保福第３号様式 保福第４号様式 る日

平成18年５月29日老発 計画に基づき、知 用 別に指示する様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

第0529001号厚生労働省 事の要請を受けた (2) 職員の宿舎、車庫又は倉庫の建 又は振興局

老健局長通知の別紙「地 病院の開設者が整 設に要する費用 の保健環境

域介護・福祉空間整備等 備、運営するドク (3) その他施設等整備事業として適 部

施設整備交付金実施要 ターヘリを配備し 当とは認められない費用

綱」第2及び第3により、 た救命救急センタ

災害発生時に自力で避難 ーで、厚生労働大

することが困難な者が多 臣が適当と認めた



く利用する高齢者施設等 ものとする。

の防災・減災対策を推進

し、利用者の安全・安心

を確保するために、都道

府県及び市町村(指定都

市、中核市を除く。)が

作成した先進的事業整備

計画に基づく事業の実施

に要する経費に対し、予

算の範囲内において補助

をする。

(1) 高齢者施設等の非常 先進的事業整備計画に基づく高齢 ４分の３以内

用自家発電設備整備事 者施設等の非常用自家発電設備整備

業 事業（施設の整備と一体的に整備さ (寄附金その他

れるものであって、知事が必要と認 の収入金がある

めた整備を含む。）に必要な工事費 ときは、補助金

又は工事請負費及び工事事務費(工 等の額の算定に

事施工のため直接必要な事務に要す 当たり、当該寄

る費用であって、旅費、消耗品費、 附金その他の収

通信運搬費、印刷製本費及び設計監 入金の控除等を

督料等をいい、その額は、工事費又 行う。)

は工事請負費の2.6％に相当する額

を限度額とする。)。

ただし、別の負担（補助）金等に

おいて別途補助対象とする費用を除

き、工事費又は工事請負費には、こ

れと同等と認められる委託費、分担

金及び適当と認められる購入費等を

含む。

ア 老人福祉法(昭和3 市町村（札幌市、

8年法律第133号)第 旭川市及び函館市

15条第３項及び第４ を除く。以下同

項の規定により設置 じ。）、社会福祉

する特別養護老人ホ 法人

ーム（定員30名以上

のものに限る。)に



係る非常用自家発電

設備整備事業

イ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第２項の規定により 祉法人

設置する養護老人ホ

ーム（定員30名以上

のものに限る。)に

係る非常用自家発電

設備整備事業

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５の規定により設 祉法人、その他知

置する軽費老人ホー 事が認めた者

ム(Ａ型及びＢ型で

あって、定員30名以

上のものに限る。)

に係る非常用自家発

電設備整備事業

エ 介護保険法第94条 市町村、社会福

第１項の規定により 祉法人、医療法人、

開設した介護老人保 その他知事が認め

健施設(定員30名以 た者

上のものに限る。)

に係る非常用自家発

電設備整備事業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院（定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る非常用自家発電設

備整備事業

(2) 高齢者施設等の給水 先進的事業整備計画に基づく高齢 ４分の３以内

設備整備事業 者施設等の給水施設整備事業（施設

の整備と一体的に整備されるもので (寄附金その他

あって、知事が必要と認めた整備を の収入金がある

含む。）に必要な工事費又は工事請 ときは、補助金



負費及び工事事務費(工事施工のた 等の額の算定に

め直接必要な事務に要する費用であ 当たり、当該寄

って、旅費、消耗品費、通信運搬費、附金その他の収

印刷製本費及び設計監督料等をい 入金の控除等を

い、その額は、工事費又は工事請負 行う。)

費の2.6％に相当する額を限度額と

する。)。

ただし、別の負担(補助)金等にお

いて別途補助対象とする費用を除

き、工事費又は工事請負費には、こ

れと同等と認められる委託費、分担

金及び適当と認められる購入費等を

含む。

ア 老人福祉法(昭和3 市町村（札幌市、

8年法律第133号)第1 旭川市及び函館市

5条第3項及び第4項 を除く。以下同

の規定により設置す じ。）、社会福祉

る特別養護老人ホー 法人

ム（定員30名以上の

ものに限る）に係る

給水設備整備事業

イ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第２項の規定により 祉法人

設置する養護老人ホ

ーム（定員30名以上

のものに限る。）に

係る給水設備整備事

業

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(Ａ型及びＢ型

であって、定員30名

以上のものに限る。)

に係る給水設備整備

事業



エ 介護保険法(平成9 市町村、社会福

年法律第123号)第94 祉法人、医療法人、

条第１項の規定によ その他知事が認め

り開設した介護老人 た者

保健施設（定員30名

以上のものに限る。)

に係る給水設備整備

事業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院（定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る給水設備整備事業

(3) 高齢者施設等の防犯 先進的事業整備計画に基づく高齢 ４分の３以内

対策及び安全対策を強 者施設等の防犯対策及び安全対策強

化するために必要な経 化事業(施設の整備と一体的に整備 (寄附金その他

費を支援する事業 されるものであって、知事が必要と の収入金がある

認めた整備を含む。)に必要な工事 ときは、補助金

費又は工事請負費及び工事事務費 等の額の算定に

(工事施工のため直接必要な事務に 当たり、当該寄

要する費用であって、旅費、消耗品 附金その他の収

費、通信運搬費、印刷製本費及び設 入金の控除等を

計監督料等をいい、その額は、工事 行う。)

費又は工事請負費の2.6％に相当す

る額を限度額とする。)。

ただし、別の負担(補助)金等にお

いて別途補助対象とする費用を除

き、工事費又は工事請負費には、こ

れと同等と認められる委託費、分担

金及び適当と認められる購入費等を

含む。

ア 老人福祉法第15条 市町村､社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム（ケアハウス、



Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。）に係

る防犯対策及び安全

対策強化事業

イ 介護保険法第107 市町村､社会福

条第１項の規定によ 祉法人、その他知

り開設した介護医療 事が認めた者

院（定員30名以上の

ものに限る。)に係

る防犯対策及び安全

対策強化事業

ウ 老人福祉法第15条 市町村､社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する老人福祉セ 事が認めた者

ンターに係る防犯対

策および安全対策強

化事業

(4) 高齢者施設等におけ 先進的事業整備計画に基づく高齢 10分の10以内

る多床室の新型コロナ 者施設等における多床室の新型コロ

ウイルスの感染拡大防 ナウイルスの感染拡大防止のための (寄附金その他

止のための個室化改修 個室化改修支援事業（施設の整備と の収入金がある

支援事業 一体的に整備されるものであって、 ときは、補助金

知事が必要と認めた整備を含む。） 等の額の算定に

に必要な工事費又は工事請負費及び 当たり、当該寄

工事事務費(工事施工のため直接必 附金その他の収

要な事務に要する費用であって、旅 入金の控除等を

費、消耗品費、通信運搬費、印刷製 行う。)

本費及び設計監督料等をいい、その

額は、工事費又は工事請負費の2.6

％に相当する額を限度額とする。)。

ただし、別の負担(補助)金等にお

いて別途補助対象とする費用を除

き、工事費又は工事請負費には、こ

れと同等と認められる委託費、分担

金及び適当と認められる購入費等を



含む。

ア 老人福祉法(昭和3 市町村、社会福

8年法律第133号)第 祉法人

15条第３項及び第４

項の規定により設置

する特別養護老人ホ

ーム（定員30名以上

のものに限る）に係

る多床室の新型コロ

ナウイルス感染拡大

防止のための個室化

改修支援事業

イ 老人福祉法第15条 市町村､社会福

第２項の規定により 祉法人

設置する養護老人ホ

ーム（定員30名以上

のものに限る）に係

る多床室の新型コロ

ナウイルス感染拡大

防止のための個室化

改修支援事業

ウ 老人福祉法第15条 市町村､社会福

第５項の規定により 祉法人、その他知

設置する軽費老人ホ 事が認めた者

ーム(ケアハウス、

Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の

ものに限る。)に係

る多床室の新型コロ

ナウイルス感染拡大

防止のための個室化

改修支援事業

エ 介護保険法(平成 市町村、社会福

９年法律第123号)第 祉法人、医療法人、

94条第１項の規定に その他知事が認め

より開設した介護老 た者



人保健施設（定員30

名以上のものに限

る。)に係る多床室

の新型コロナウイル

ス感染拡大防止のた

めの個室化改修支援

事業

オ 介護保険法第107 市町村、社会福

条第１項の規定によ 祉法人、医療法人、

り開設した介護医療 その他知事が認め

院（定員30名以上の た者

ものに限る。)に係

る多床室の新型コロ

ナウイルス感染拡大

防止のための個室化

改修支援事業

３ 北海道地域自殺対策強 市町村、全道域 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

化事業 で自殺対策を実施 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

相談、人材養成、普及 する社会福祉法 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

啓発、地域ネットワーク 人、医療法人、公 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

の強化等の基幹的な事業 益社団法人、一般 保福第１の32号様式 福祉局障が

や、特に必要性の高い自 社団法人、公益財 (申請者が市町村で い者保健福

殺対策に関し、地域の特 団法人、一般財団 ある場合を除く。) 祉課

性に応じた対策を実施す 法人、特定非営利 別に指示する様式

ることにより、北海道に 活動法人など法人

おける更なる自殺対策の 格を有するもの及

強化を図るため、市町村 び知事が適当と認

及び民間団体が実施する める者（以下「社

事業に必要な経費に対 会福祉法人等」と

し、予算の範囲内で補助 いう。）

する。

(1) 対面相談事業 事業実施に必要な報酬、賃金、給 ２分の１以内

(2) 電話相談事業 料、職員手当等、報償費、旅費、需 （(2)において

(3) 人材養成事業 用費（会食に要する経費を除く。）、 は新型コロナウ

(4) 普及啓発事業 役務費、使用料及び賃借料、工事費 イルス感染症対

(5) 自死遺族支援機能構 （電話相談事業に必要な電話回線の 策分のみ10分の



築事業 工事に伴うものに限る。）、備品購 10以内）

(6) 計画策定実態調査事 入費、委託料（上記の経費に限る。）、

業 負担金、市町村が当該事業を行う社 （寄附金その他

会福祉法人等に対して補助する場合 の収入金がある

における当該補助に要する経費 ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

(7) 若年層対策事業 事業実施に必要な報酬、賃金、給 ３分の２以内

(8) ＳＮＳ相談事業 料、職員手当等、報償費、旅費、需

(9) 深夜電話相談強化事 用費（会食に要する経費を除く。）、 （寄附金その他

業 役務費、使用料及び賃借料、工事費 の収入金がある

(10)自殺未遂者支援事業 （若年層対策事業及び災害時自殺対 ときは、補助金

(11)災害時自殺対策継続 策継続支援事業に係る電話相談事業 等の額の算定に

支援事業 及び深夜電話相談強化事業に必要な 当たり、当該寄

電話回線の工事に伴うものに限 附金その他の収

る。）、備品購入費、委託料（上記 入金の控除等を

の経費に限る。）、負担金、市町村 行う。）

が当該事業を行う社会福祉法人等に

対して補助する場合における当該補

助に要する経費

(12)自殺未遂者支援・連 事業実施に必要な報酬、賃金、給 10分の10以内

携体 制構築事業 料、職員手当等、報償費、旅費、需

(13)災害時自殺対策事業 用費（会食に要する経費を除く。）、 （寄附金その他

(14)ハイリスク地対策事 役務費、使用料及び賃借料、工事費 の収入金がある

業 （ハイリスク地対策事業に係る工事 ときは、補助金

(15)地域特性重点特化事 並びに災害時自殺対策事業及び地域 等の額の算定に

業 特性重点特化事業に係る電話相談事 当たり、当該寄

業に必要な電話回線の工事に伴うも 附金その他の収

のに限る。）、備品購入費、委託料 入金の控除等を

（上記の経費に限る。）、負担金、 行う。）

市町村が当該事業を行う社会福祉法

人等に対して補助する場合における

当該補助に要する経費



４ 北海道子ども・子育て 市町村 ３分の１以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

支援交付金 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

子ども・子育て支援法 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

の規定に基づき、市町村 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

が実施する地域子ども・ ときは、補助金 別に指示する様式 又は振興局

子育て支援事業に対し、 等の額の算定に の保健環境

子ども・子育て支援の着 あたり、当該寄 部社会福祉

実な推進を図るため、予 附金その他の収 課

算の範囲内で交付する。 入金の控除等を

行う。）

(1) 利用者支援事業 利用者支援事業の実施に必要な経費

(2) 延長保育事業 延長保育事業の実施に必要な経費

(3) 実費徴収に係る補足 実費徴収に係る補足給付を行う事業

給付を行う事業 の実施に必要な経費

(4) 多様な事業者の参入 多様な事業者の参入促進・能力活用

促進・能力活用事業 事業の実施に必要な経費

(5) 放課後児童健全育成

事業

ア 放課後児童健全育

成事業（特定分）

(ｱ) 放課後児童健全 放課後児童健全育成事業の実施に必

育成 事業 要な経費（飲食物費を除く。）

(ｲ) 放課後子ども環 放課後子ども環境整備事業の実施に

境整備事業 必要な経費

(ｳ) 放課後児童クラ 放課後児童クラブ支援事業の実施に

ブ支援事業 必要な経費

イ 放課後児童健全育

成事業（一般分）

(ｱ) 放課後児童支援 放課後児童支援員等処遇改善等事業

員等処遇改善等事 の実施に必要な経費（給料、職員手

業 当（時間外勤務手当、期末勤勉手当、

通勤手当）、共済費（社会保険料）、

賃金、委託料及び補助金）

(ｲ) 障害児受入強化 障害児受入強化推進事業の実施に必

推進事業 要な経費



(ｳ) 小規模放課後児 小規模放課後児童クラブ支援事業の

童クラブ支援事業 実施に必要な経費

(ｴ) 放課後児童クラ 放課後児童クラブにおける要支援児

ブにおける要支援 童等対応推進事業の実施に必要な経

児童等対応推進事 費

業

ウ 放課後児童健全育

成事業（その他分）

(ｱ) 放課後児童支援 放課後児童支援員キャリアアップ処

員キャリアアップ 遇改善事業の実施に必要な経費（給

処遇改善事業 料、職員手当（時間外勤務手当、期

末勤勉手当、通勤手当）、共済費（社

会保険料）、賃金、委託料及び補助

金）

(6) 子育て短期支援事業 子育て短期支援事業の実施に必要な

経費

(7) 乳児家庭全戸訪問事 乳児家庭全戸訪問事業の実施に必要

業 な経費

(8) 養育支援訪問事業 養育支援訪問事業の実施に必要な経

費

(9) 子どもを守る地域ネ 子どもを守る地域ネットワーク機能

ットワーク機能強化事 強化事業の実施に必要な経費

業

(10)地域子育て支援拠点 地域子育て支援拠点事業の実施に必

事業 要な経費

(11)一時預かり事業 一時預かり事業の実施に必要な経費

ア 一時預かり事業

(一般分)

イ 一時預かり事業

(その他分)

(12)病児保育事業 病児保育事業の実施に必要な経費

ア 病児保育事業（特

定分、一般分・事業

費）

イ 病児保育（特定分

・低所得者減免分加



算）

(13)子育て援助活動支援 子育て援助活動支援事業（ファミリ

事業（ファミリー・サ ー・サポート・センター事業）の実

ポー ト・センター事 施に必要な経費

業）

(14)利用者支援事業、放 新型コロナウイルス感染症対策臨時

課後児童健全育成事 休業時特別開所支援事業等の実施に

業、地域子育て支援拠 必要な経費

点事業、子育て援助活

動支援事業（ファミリ

ー・サポート・センタ

ー事業）（特例措置分）


